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(57)【要約】
【課題】微粒子分散体中の微粒子が沈降しにくく、或いは沈降したとしても、再度撹拌す
ることによって容易に元の分散状態に戻ることができる水性顔料分散体を提供すること。
【解決手段】無機粒子およびポリウレタン樹脂を含む複合粒子と、溶媒と、を含み、動的
光散乱法による前記複合粒子の平均粒子径が５０～４００ｎｍであり、室温環境下で４８
時間静置した後の再分散エネルギーが２０Ｊ／ｇ以下であることを特徴とする微粒子分散
体。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　無機粒子およびポリウレタン樹脂を含む複合粒子と、溶媒と、を含み、
　動的光散乱法による前記複合粒子の平均粒子径が５０～４００ｎｍであり、
　室温環境下で４８時間静置した後の再分散エネルギーが２０Ｊ／ｇ以下である、
　ことを特徴とする微粒子分散体。
【請求項２】
　４８時間静置後の透過率が７０％以下であるか、または
　４８時間静置後の透過率が７０％超８０％以下で、かつ４７時間静置時から４８時間静
置時までの１時間あたりの透過率の変化量が５％以下である、
　請求項１に記載の微粒子分散体。
【請求項３】
　前記無機粒子が、金属粒子もしくは金属酸化物粒子である、請求項１又は２に記載の微
粒子分散体。
【請求項４】
　前記ポリウレタン樹脂が、親水基と疎水基とを分子内に有する、請求項１～３のいずれ
かに記載の微粒子分散体。
【請求項５】
　前記ポリウレタン樹脂がカルボキシル基を有し、酸価が１０～４０ｍｇ／ＫＯＨである
請求項１～４の何れかに記載の微粒子分散体。 
【請求項６】
　前記カルボキシル基の中和度が１００～３００％の範囲にある、請求項５に記載の微粒
子分散体。
【請求項７】
　前記無機粒子と前記ポリウレタン樹脂の質量比率が３０：７０～６０～４０の範囲にあ
る、請求項１～６の何れかに記載の微粒子分散体。
【請求項８】
　無機粒子とポリウレタン樹脂とを含む複合粒子と、溶媒と、を含むインクであって、
６０℃で１分間乾燥させて得られる６μｍ厚のインク塗膜の６０度Ｌ＊の値が５０以上で
あり、
　４８時間静置後の透過率が７０％以下であるか、または４８時間静置後の透過率が７０
％超８０％以下で、かつ４７時間静置時から４８時間静置時までの１時間あたりの透過率
の変化量が５％以下であり、
　室温環境下で４８時間静置した後の再分散エネルギーが２０Ｊ／ｇ以下である
　ことを特徴とするインク。
【請求項９】
　前記複合粒子の動的光散乱法による平均粒子径が５０～４００ｎｍである、請求項８に
記載のインク。
【請求項１０】
　インクジェット用である、請求項８又は９に記載のインク。
【請求項１１】
　請求項８～１０の何れかに記載のインクを収容してなるインク入り容器。
【請求項１２】
　請求項１１に記載のインク入り容器を備える画像形成装置。
【請求項１３】
　請求項８～１０の何れかに記載のインクを用いて画像を形成する画像形成方法。
【請求項１４】
　請求項８～１０の何れかに記載のインクが白色インクであり、該白色インクを記録媒体
の所定領域に付与した後に、有彩色インクを付与して画像を形成する請求項１３に記載の
画像形成方法。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、微粒子分散体、インク、インク入り容器、画像形成装置、画像形成方法に関
する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、環境への負荷を低減した環境対応の印刷方法として、有機溶剤を使用しない、水
性インクや、紫外線硬化型或いは電子線硬化型のインクを使用する方法が開発されており
、その印刷方式も、安価な製造設備で、版を必要とせず、様々な部位や様々な媒体に印刷
が可能なインクジェット印刷方式が採用されるようになってきている。
【０００３】
　特に、水性のインクを用いて行うインクジェット印刷は、その環境への負荷が小さいこ
とおよびその印画の容易性から、パーソナル、オフィス、各種ビジネス用途、サインディ
スプレー等の印刷に使用されている。このような広範な用途展開に対応して、インクジェ
ット印刷の方法は、従来のシリアル型の吐出方法から、ラインヘッドなどの高速印刷へと
移行している。そして、使用する水性インクに対しては、顔料微分散性、高保存安定性、
高吐出安定性、再溶解性・再分散性（インクがヘッドで乾燥しても液媒体によって再度分
散して、ヘッドのつまりを修復する）などの性能が求められている。
【０００４】
　一方、水性インクを用いて印刷する媒体（メディア）としては、紙やプラスチックフィ
ルムなどがある。この場合、紙への印刷では、紙自体の白色が画像の白を表現するのに対
し、プラスチックフィルムでは、そのプラスチックフィルムが透明なため、白を表現する
ことができず、別途白のインクが必要となる。また、紙に対しても、より高い白度を表現
するため、白色のインクが必要とされている。これに対し、現在、これらの場合に好適な
白色インクの開発が進められているが、使用される白の着色剤としては、隠ぺい力の高い
白色顔料である酸化チタンが使用される。
【０００５】
　しかしながら、白色顔料として酸化チタンを用いた白色インクは、二酸化チタンの高い
比重のため、その沈降を生じ易い。特にヘッドからインクを吐出して印刷する方式のイン
クジェット記録用のインクはグラビア印刷用のインクに比べてはるかに低粘度であるため
、比重の高い二酸化チタンの分散状態を長期にわたって安定的に保持するのは困難であり
、一般的に水性白色インクは顔料の沈降を生じる。しかも一度沈降した二酸化チタンはさ
らに自重で押し固まってしまうため、ハードケーキを形成してしまいやすく、一度形成し
たハードケーキを再度均一に分散させるのは困難である。
【０００６】
　これに対して、水性白色インクを使用する印刷機では沈降による濃度ムラやハードケー
キ発生を防止するため白色ユニットには通常カラーユニットにはない攪拌機構や循環機構
などを導入することで沈降およびハードケーキ形成を抑制し、良好な白色画像を提供して
いる。一方で上記機構は沈降性には十分な効果が得られるものの、印刷装置の大型化やイ
ンクカートリッジ交換作業の複雑化によるユーザービリティーが低下するため、再分散性
に優れた白色インクが求められる。
【０００７】
　このような問題は比重の大きな金属粒子や金属酸化物粒子に共通した課題であり、白色
顔料以外にも見られる。たとえば金色や銀色などの金属光沢、いわゆるメタリック系顔料
分散体である。この場合も白色顔料と同じく、粒径が大きいほど光学特性（光沢性）は高
く、沈降性も速い。一方で粒径を小さくすると沈降性を遅くすることはできるが、所望の
光学特性を満足させることは難しく、高隠蔽率、低沈降性、高再分散性に優れた顔料分散
体の開発期待されている。
【０００８】
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　白色や金属光沢インクの低沈降性、再分散性についてはさまざまな開発がなされており
、特に用途が多岐にわたる白色インクの開発が活発である。例えば、二酸化チタンを用い
る場合に、低比重の白色顔料であるシリカと併用させるとした提案がある（特許文献１）
。また、中空の樹脂粒子（プラスチックビーズ）をインク組成物中に分散して、乾燥時に
中空樹脂粒子の内部に形成される空気層とポリマー層の屈折率の差から白を表現している
技術が開発されており、このような中空の樹脂粒子と、二酸化チタンやアルミナ等の金属
酸化物と特定の重合体を含有させることで、耐擦性に優れ、特にインクジェット記録方式
に好適な白色のインク組成物が提供されるとした提案がある（特許文献２）。またブロッ
クコポリマー型分散剤による立体障害で再分散性が提供されるとした提案がある（特許文
献３）。このように比重の高い金属および金属酸化物粒子の分散体を製造するのに適した
樹脂として、カルボキシル基に基づく酸価が３０～１２０の範囲にある樹脂（Ａ）を用い
ることが提案されている（特許文献４）。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　しかしながら、本発明者らの検討によれば、低比重シリカや中空樹脂を使って低沈降性
を付与した白色顔料の場合、確かに沈降速度を小さくすることはできるが、再分散性への
効果は極めて小さい。また一方で低沈降性、再分散性と白色度、隠蔽度を同時に両立させ
ることは難しい。さらに加えて中空樹脂については沈降時の自重や分散時の力学的なエネ
ルギーによって中空構造を維持することが難しく、仮に再分散が可能な場合においても再
分散後の低沈降速度を維持していない場合が多い。そのため沈降や再分散によって顔料の
分散状態を維持し、インクジェットヘッドへの粒子の目詰まりを防止するには恒久的な分
散エネルギーを供給する必要がある。
【００１０】
　このような現状下、本発明者らは、隠ぺい力に優れ、プラスチックメディアである透明
フィルムへの印刷に有用な酸化チタン等の白色顔料の再分散性が良好で、撹拌することで
元の分散状態に容易に戻すことができる技術を開発することが必要であると認識するに至
った。特に、インクジェット記録用白色インクに好適に利用でき、酸化チタンを良好な状
態に分散し、沈降したとしても容易に元の分散状態に戻る白色の顔料分散液を提供するこ
とが、インクジェット印刷の更なる進展を図るためには急務であると認識するに至った。
【００１１】
　本発明の目的は、顔料分散液中の顔料粒子が沈降しにくく、或いは沈降したとしても、
再度撹拌することによって容易に元の分散状態に戻ることができ、特に、高速印刷のイン
クジェット印刷機、プラスチックメディアである透明フィルムへのインクジェット印刷に
好適に利用できる微粒子分散体を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　前記課題を解決する手段としての本発明の微粒子分散体は、
無機粒子およびポリウレタン樹脂を含む複合粒子と、溶媒と、を含み、動的光散乱法によ
る前記複合粒子の平均粒子径が５０～４００ｎｍであり、室温環境下で４８時間静置した
後の再分散エネルギーが２０Ｊ／ｇ以下であることを特徴とする微粒子分散体、である。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明の微粒子分散体をインク成分として用いることにより、低沈降でかつ、再分散性
に優れた水性インクおよびインクジェット式画像形成装置が提供できる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本発明のインクを用いる記録装置の一例を示す図である。
【図２】本発明のインクを収容するメインタンクの斜視図である。
【発明を実施するための形態】
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【００１５】
　本発明の微粒子分散体は、無機粒子およびポリウレタン樹脂を含む複合粒子と、溶媒と
、を含み、動的光散乱法による前記複合粒子の平均粒子径が５０～４００ｎｍであり、室
温環境下で４８時間静置した後の再分散エネルギーが２０Ｊ／ｇ以下であることを特徴と
する。
【００１６】
　本発明において無機粒子およびポリウレタン樹脂を含む複合粒子とは所望の色彩特性を
発揮するための拡散反射特性を有する粒子であって、その粒子の材質、粒子径、粒度分布
、粒子形状は特に限定はないが、比重が２．０ｇ／ｃｍ３以上の場合、高光学特性が得ら
れると同時に沈降性、再分散性が課題になり、本発明による効果が得られやすい。
【００１７】
　前記複合粒子は、前記無機粒子が前記ポリウレタン樹脂で被覆されたものである。「被
覆」とは、樹脂が、無機粒子（以下「コア粒子」ともいう）の表面に膜状に存在している
状態を意味し、完全に覆われていなくてもよい。ここでコア粒子は一個の無機粒子の表面
が樹脂で被覆された状態であっても良いし、複数個の無機粒子の集合体が樹脂で被覆され
た状態であってもよい。
　複合粒子の１２０℃、５０分保持後の質量をＭ１とし、５００℃、３０分保持後の質量
をＭ２としたとき、（Ｍ２／Ｍ１）×１００で表される被覆率（％）は、再分散性の観点
から、１５％以上が好ましく、２０％以上がより好ましく、３０％以上が特に好ましい。
【００１８】
　本発明においては自己乳化性ポリウレタンプレポリマーとコア粒子を均一に混合、分散
させた後、水を加えることで転相と同時に沈殿させて、コア粒子表面に自己乳化性ウレタ
ン樹脂を析出、固着させることができる。結果として自己乳化性ウレタン樹脂によって被
覆されたコア粒子は水系媒体中に長期に渡って安定して分散でき、また沈殿を生じたとし
てもその高い被覆効率、ウレタン樹脂自体の伸縮性、柔軟性によって容易に再分散するこ
とができる。このときコア粒子と自己乳化性ポリウレンタンプレポリマーの付着力として
は疎水性相互作用が支配的であるため、コア粒子の表面は疎水化処理されたものが好まし
い。
【００１９】
　自己乳化性ポリウレタン樹脂とは親水基と疎水基を分子内に有しており、ポリオール部
分に由来するソフトセグメントと、ポリアミンや短鎖多価アルコール部分に由来するハー
ドセグメントを有しているが、ソフトセグメントはソフトセグメント部分同士で、ハード
セグメントはハードセグメント部分同士で相互作用するような構造とすることにより、保
存安定性を確保しつつ、水性溶媒中での分子鎖の広がりによって立体障害をコントロール
し、沈降性や再分散性を担保することが可能になる。
【００２０】
　ウレタン被覆微粒子分散体の粒度分布としては、その動的光散乱法による平均粒子径が
５０～４００ｎｍの範囲にあることが必要である。動的光散乱法で得られる平均粒子径は
凝集した二次粒子の平均粒子径であり、５０ｎｍ未満の場合はそもそも沈降がほとんど発
生しないため、ウレタン被覆による効果が小さいことに加えて、５０ｎｍ未満の場合は白
色、金属光沢いずれの用途においても可視光領域の電磁波の拡散反射が弱く、所望の光学
、色彩特性を満足できないことが多い。また４００ｎｍを超える場合、沈降速度の上昇と
再分散性の低下が起こり、本発明の効果を十分に発揮することができない。
【００２１】
　本発明におけるインクの再分散性は、インクを一定時間以上静止させて、インク容器上
下部で固形分濃度差を発生させた後、上下方向に振動させるタッピングによって沈降した
物質が拡散し、上下の固形分濃度差が小さくなるまでに行ったタッピング回数で評価する
。この回数が少ないほど、実際の印刷機内において静止されたインクカートリッジ内での
凝集体を速やかに分散できる。この回数がおよそ１０回を超えても分散しない場合は、振
動エネルギーだけでは分散しないハードケーキを形成しているため、印刷機内での再分散
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が著しく困難である。そのため攪拌ユニットや循環ユニットによって恒久的に液を流動さ
せる必要がある。一方でこの回数が５回以下の場合、一時的に攪拌や循環を行わずに沈殿
を発生させたとしても、後から力学的なエネルギーを加えることで容易に再分散させるこ
とができ、恒久的にインクにエネルギーを加え続ける必要がない。そのため印刷時に必要
に応じてインクにエネルギーを与えるだけで印刷ができ、オンディマンドでの対応が可能
になる。
【００２２】
　一方で一般的に分散安定性や再分散性に優れた微粒子分散体は電解質、イオン、表面吸
着物質等によって高い表面電荷による電気的反発、もしくは嵩高い骨格を有した樹脂によ
る立体障害によって分散安定性を発揮している。そのため高温環境下では電解質の解離度
の変化やガラス転移、可塑化による立体障害の変化を招くため、低沈降性、再分散性に加
えて、耐熱保存性も同時に成立できるような分散体が求められている。特に自己乳化性ポ
リマーであって、親水性にイオン性の官能基を有する場合、特にカルボキシル基やスルホ
ン酸などをアミンや水酸化ナトリウムなどで中和した塩の状態で使用される場合は、ノニ
オン系に比べて温度の影響を受けやすいため、酸価や中和度についてはバランスよく設計
する必要がある。我々は鋭意検討の結果、酸価は１０～４０ｍｇＫＯＨ／ｇの範囲が好ま
しい。酸価が１０ｍｇＫＯＨ／ｇ未満の場合は乳化力が乏しく、転相時に粒径を４００ｎ
ｍ以下に制御することが難しい。一方で酸価が４０ｍｇＫＯＨ／ｇを超える場合は、水や
親水性溶媒に対する親和性が高まりすぎるため、耐熱安定性の低下や、印刷画像の耐溶剤
性を低下させる。
【００２３】
　一方で中和度については、中和度はウレタンポリマー内のカルボキシル基を中和し、乳
化剤としての効果を高めることに加えて、１００％以上の範囲では二酸化チタン表面の酸
点と中和や溶液のｐＨを上げる効果があり、転相時の粒子径を下げる効果がある。そのた
め中和度が１００％以上であると、分子内のカルボキシル基が十分に乳化剤として作用し
、転相時の粒径を４００ｎｍ以下に制御すること容易となり、中和度が１００％以上３０
０％以下の場合は平均粒子径を５０～４００ｎｍの範囲に制御でき、耐熱保存性も良好で
ある。さらに中和度が３００％以下であると、耐熱保存性が低下することがない。また本
発明における中和度とは樹脂の酸価に対して投入する中和剤の量を意味し、１００％で酸
価を同じモル量の中和剤を入れることを意味するものである。
【００２４】
　本発明において前記コア粒子と前記自己乳化性ポリウレタン樹脂の質量比率を適切な数
値範囲とすることが好ましい。一般的に顔料などにおいて分散剤として使われるアクリル
系樹脂は樹脂単体としての機械的特性が硬く、もろい。そのため分散剤であるアクリル樹
脂比率を高めることは顔料分散性を高めると同時に、印刷画像すなわち塗膜中のアクリル
樹脂比率を高めることになり、塗膜の伸びやひっかきに対する機械的強度を低下させるた
め、好ましくない。一方で本発明におけるポリウレタン樹脂は樹脂単体としてアクリル樹
脂に比べて延伸性、柔軟性に優れるため、伸度や破断エネルギーが高いという特徴がある
。その特性を活かして近年では水性インクの樹脂エマルションとしても広く使用されてい
る。本発明では分散剤として自己乳化性ポリウレタン樹脂を使用することで、コア粒子の
分散性、特に沈降性、再分散性を高めるだけでなく、塗膜の伸度や強度を高め、擦過やひ
っかきに対して強い印刷画像を提供することができる。
【００２５】
　本発明においてコア粒子と自己乳化性ポリウレタン樹脂の質量比率は３０：７０～６０
：４０が好ましい。通常インクは微粒子分散体（顔料分散体）および樹脂エマルションの
両方を含むのが一般的である。本発明では前記の質量比率範囲おいて、微粒子分散体単独
において十分な樹脂量を有しているだけでなく、その自己乳化性ポリウレタン樹脂の優れ
た特性によって樹脂エマルションを添加することなく、印字後に得られる塗膜の機械的強
度は十分に満足できるものである。したがって前記質量比率範囲において本発明の微粒子
分散体を使ってインク化するにあたって、塗膜を目的にとした樹脂エマルションを添加す
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ることなく、微粒子分散体のみで塗膜機能を担うことができる、この効果は微粒子分散体
および樹脂エマルションの製造コストおよびインク製造プロセスの簡易化が期待できる。
　コア粒子の質量比率が３０％以上である場合、ＰＥＴやＰＰなどの透明フィルムへの印
刷に対して十分な隠蔽率を得ることができる。一方でコア粒子の質量比率が６０％以下の
場合、すなわち自己乳化性ポリウレタン樹脂の樹脂比率が４０％以上である場合、高再分
散性、高耐擦過性が得られる。
【００２６】
　本発明のコア粒子としては各種さまざまな粒子を使用するができる、特には白色顔料用
途として二酸化チタン、光沢顔料用途としてアルミニウムが有望である。これらが有望な
理由としてはコア粒子が既に十分な光学特性を有しており、自己乳化性ウレタン樹脂被覆
を行うことでその特性が劣化することなく、最終的な印刷物としても十分にその効果を発
揮するためである。
【００２７】
　以下具体的な製造方法について説明をする。
　本発明におけるウレタンポリマーはポリマーポリオール部分に由来するソフトセグメン
トと、ポリアミンや短鎖多価アルコール部分に由来するハードセグメントを有しているが
、ソフトセグメントはソフトセグメント部分同士で、ハードセグメントはハードセグメン
ト部分同士で相互作用するような構造とすることにより、耐熱性および立体障害性を高め
、再分散に優れた微粒子分散体の提供が可能になる。またコア粒子をウレタンプレポリマ
ーで被覆した後にハードセグメントの形成することによって、従来技術とは異なり、コア
粒子とウレタンプレポリマーの密着力を高め、再分散性や耐熱性に優れた微粒子分散体の
提供が可能になる。
【００２８】
　そのようなセグメントを有するウレタンプレポリマーは公知のさまざまな方法で合成す
ることができる。たとえば、無溶剤下又は有機溶剤存在下で、ポリマーポリオール（Ａ）
と、短鎖多価アルコール（Ｂ）と、アニオン性基を有する多価アルコール（Ｃ）と、ポリ
イソシアネート（Ｄ）とを反応させて、イソシアネート末端ウレタンプレポリマーを製造
し次いで、前記イソシアネート末端ウレタンプレポリマー中のアニオン性基を必要に応じ
て前記中和剤により中和し、その後コア粒子を加え、有機溶剤中で分散させ、油性微粒子
分散体を得る。前記油性微粒子分散体に水を入れて転相させたのち、ポリアミンと反応さ
て鎖伸長反応を行い、最後に必要に応じて系内の有機溶剤を除去することによって微粒子
分散体を得ることができる。
【００２９】
　この際、使用可能な有機溶剤としては、例えば、アセトン、メチルエチルケトン等のケ
トン類；テトラヒドロフラン、ジオキサン等のエーテル類；酢酸エチル、酢酸ブチル等の
酢酸エステル類；アセトニトリル等のニトリル類；ジメチルホルムアミド、Ｎ－メチルピ
ロリドン、１－エチル－２－ピロリドン等のアミド類、Ｃ１～４のグリコールジエーテル
もしくはジグリコールジエーテル、トリグリコールジエーテルなどが挙げられる。これら
は、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００３０】
　前記ポリマーポリオール（Ａ）としては、例えば、ポリカーボネート系ポリマーポリオ
ール、ポリエーテル系ポリマーポリオール、ポリエステル系ポリマーポリオール、ポリカ
プロラクトン系ポリマーポリオールなどが挙げられる。これらは、１種単独で使用しても
よいし、２種以上を併用してもよい。
【００３１】
　前記ポリマーポリオールの重量平均分子量は３００～３，０００が好ましい。該範囲と
することで、優れた再分散性、耐熱安定性を有するウレタン樹脂粒子を得ることができ、
またウレタン樹脂粒子が好適なガラス転移温度（Ｔｇ）を有し、定着性を有することがで
きる。
【００３２】
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　前記短鎖多価アルコール（Ｂ）としては、例えば、エチレングリコール、プロピレング
リコール、１，４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、ネオペンチルグリコー
ル、１，６－ヘキサンジオール、１，８－オクタンジオール、１，４－シクロヘキサンジ
メタノール、ジエチレングリコール、グリセリン、トリメチロールプロパン等の炭素数２
～１５の多価アルコール類などが挙げられる。
【００３３】
　前記アニオン性基を有する多価アルコール（Ｃ）としては特に限定はないが、２つ以上
のヒドロキシル基を有し、アニオン性基としてカルボン酸、スルホン酸などの官能基を有
する材料を使用することができる。例えばジメチロールプロパン酸、ジメチロールブタン
酸、ジメチロール酪酸、ジメチロール吉草酸、トリメチロールプロパン酸、トリメチロー
ルブタン酸などカルボン酸基類や、１，４－ブタンジオール－２－スルホン酸等のスルホ
ン酸基類が挙げられる。
【００３４】
　前記ポリイソシアネート（Ｄ）としては、例えば、１，３－フェニレンジイソシアネー
ト、１，４－フェニレンジイソシアネート、２，４－トリレンジイソシアネート（ＴＤＩ
）、２，６－トリレンジイソシアネート、４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート
（ＭＤＩ）、２，４－ジフェニルメタンジイソシアネート、４，４’－ジイソシアナトビ
フェニル、３，３’－ジメチル－４，４’－ジイソシアナトビフェニル、３，３’－ジメ
チル－４，４’－ジイソシアナトジフェニルメタン、１，５－ナフチレンジイソシアネー
ト、４，４‘４’‘－とリフェニルメタントリイソシアネート、ｍ－イソシアナトフェニ
ルスルホニルイソシアネート、ｐ－イソシアナトフェニルスルホニルイソシアネート等の
芳香族ポリイソシアネート化合物；エチレンジイソシアネート、テトラメチレンジイソシ
アネート、ヘキサメチレンジイソシアネート（ＨＤＩ）、ドデカメチレンジイソシアネー
ト、１，６，１１－ウンデカントリイソシアネート、２，２，４－トリメチルヘキサメチ
レンジイソシアネート、リジンジイソシアネート、２，６－ジイソシアナトメチルカプロ
エート、ビス（２－イソシアナトエチル）フマレート、ビス（２－イソシアナトエチル）
カーボネート、２－イソシアナトエチル－２，６－ジイソシアナトヘキサノエート等の脂
肪族ポリイソシアネート化合物；イソホロンジイソシアネート（ＩＰＤＩ）、４，４’－
ジシクロヘキシルメタンジイソシアネート（水素添加ＭＤＩ）、シクロヘキシレンジイソ
シアネート、メチルシクロヘキシレンジイソシアネート（水素添加ＴＤＩ）、ビス（２－
イソシアナトエチル）－４－ジクロヘキセン－１，２－ジカルボキシレート、２，５－ノ
ルボルナンジイソシアネート、２，６－ノルボルナンジイソシアネート等の脂環式ポリイ
ソシアネート化合物などが挙げられる。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以
上を併用してもよい。
　これらの中でも、脂肪族ポリイソシアネート化合物、脂環式ポリイソシアネート化合物
が好ましく、脂環式ポリイソシアネート化合物がより好ましく、イソホロンジイソシアネ
ート、４，４’－ジシクロヘキシルメタンジイソシアネートが特に好ましい。
【００３５】
　中和剤としてはで各種塩基性物質を使用することができる。たとえばモノアルキルアミ
ン、ジアルキルアミン、トリアルキルアミンなどの有機性塩基や水酸化ナトリウム、水酸
化カリウム、水酸化バリウムなどの無機性塩基が使用できる。特にポリウレタンの反応を
阻害しない塩基性物質が好ましく、トリエチルアミンなどの３級アミンが反応速度の低下
や着色、黄変を招くことが少なくより好ましい。
【００３６】
　前記コア粒子としては比重が２．０以上で水や空気中で安定であり、水や有機溶剤に不
溶な全ての各種金属粒子および金属酸化物粒子を使用することができる。金属粒子として
は金、銀、銅、白金、バナジウム、タングステン、モリブデン、チタン、亜鉛、真鍮、鉄
、クロム、アルミニウム、シリコンなどが挙げられる。金属酸化物としては二酸化チタン
、アルミナ、ジルコニア、酸化マグネシウム、二酸化ケイ素、酸化亜鉛、酸化バリウム、
酸化銅などが挙げられる。これらは１種単独で用いてもよいし、２種以上を組み合わせて
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もよい。組み合わせ方としては２種以上の粉末を単純に混合してもよいし、合金や各ドメ
インを有したコンポジットとして使用してもよい。特に合金としてはステンレスや真鍮、
クロム化合物が挙げられる。また各粒子に顔料や染料を吸着させたものを使用してもよい
。
　特にインク用途で求められる色味では白色顔料として二酸化チタンや酸化亜鉛、金属光
沢顔料としてはアルミニウムやステンレスが挙げられる。
【００３７】
　前記ポリアミンとしては、例えば、エチレンジアミン、１，２－プロパンジアミン、１
，６－ヘキサメチレンジアミン、ピペラジン、２，５－ジメチルピペラジン、イソホロン
ジアミン、４，４’－ジシクロヘキシルメタンジアミン、１，４－シクロヘキサンジアミ
ン等のジアミン類；ジエチレントリアミン、ジプロピレントリアミン、トリエチレンテト
ラミン等のポリアミン類；ヒドラジン、Ｎ，Ｎ’－ジメチルヒドラジン、１，６－ヘキサ
メチレンビスヒドラジン等のヒドラジン類；コハク酸ジヒドラジッド、アジピン酸ジヒド
ラジド、グルタル酸ジヒドラジド、セバシン酸ジヒドラジド、イソフタル酸ジヒドラジド
等のジヒドラジド類などが挙げられる。
【００３８】
　前記ウレタン樹脂粒子は、元来の特色の一つである水素結合に加えて、その分子構造内
に、共有結合に由来する化学架橋を有することが特に好ましい。前記プレポリマーが前記
コア粒子上に付着した状態で架橋構造を形成することによって、表面のプレポリマーの収
縮によりコア粒子のとの接着が強固になることで、より強固な被覆型微粒子分散体を形成
し、再分散性や耐熱安定性を高めるのに有用である。 
【００３９】
　前記化学架橋を導入する方法としては、例えば、ポリマーポリオールの官能基数を２よ
り大きくすること、３官能以上の短鎖多価アルコール、ポリイソシアネート、ポリアミン
を用いることなどが挙げられる。前記の化学架橋を導入する方法は、何れか一つを単独で
用いてもよいし、複数を組み合わせて用いてもよい。前記の化学架橋を導入する方法は、
何れも好適に用いることができるが、架橋密度の観点からポリマーポリオールの官能基数
を２より大きくする方法が特に好ましい。
【００４０】
＜インク＞
　以下、インクに用いる有機溶剤、水、色材、樹脂、添加剤等について説明する。
【００４１】
＜有機溶剤＞
　本発明に使用する有機溶剤としては特に制限されず、水溶性有機溶剤を用いることがで
きる。例えば、多価アルコール類、多価アルコールアルキルエーテル類や多価アルコール
アリールエーテル類などのエーテル類、含窒素複素環化合物、アミド類、アミン類、含硫
黄化合物類が挙げられる。
　水溶性有機溶剤の具体例としては、例えば、エチレングリコール、ジエチレングリコー
ル、１，２－プロパンジオール、１，３－プロパンジオール、１，２－ブタンジオール、
１，３－ブタンジオール、１，４－ブタンジオール、２，３－ブタンジオール、３－メチ
ル－１，３－ブタンジオール、トリエチレングリコール、ポリエチレングリコール、ポリ
プロピレングリコール、１，２－ペンタンジオール、１，３－ペンタンジオール、１，４
－ペンタンジオール、２，４－ペンタンジオール、１，５－ペンタンジオール、１，２－
ヘキサンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，３－ヘキサンジオール、２，５－ヘ
キサンジオール、１，５－ヘキサンジオール、グリセリン、１，２，６－ヘキサントリオ
ール、２－エチル－１，３－ヘキサンジオール、エチル－１，２，４－ブタントリオール
、１，２，３－ブタントリオール、２，２，４－トリメチル－１，３－ペンタンジオール
、ペトリオール等の多価アルコール類、エチレングリコールモノエチルエーテル、エチレ
ングリコールモノブチルエーテル、ジエチレングリコールモノメチルエーテル、ジエチレ
ングリコールモノエチルエーテル、ジエチレングリコールモノブチルエーテル、テトラエ
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チレングリコールモノメチルエーテル、プロピレングリコールモノエチルエーテル等の多
価アルコールアルキルエーテル類、エチレングリコールモノフェニルエーテル、エチレン
グリコールモノベンジルエーテル等の多価アルコールアリールエーテル類、２－ピロリド
ン、Ｎ－メチル－２－ピロリドン、Ｎ－ヒドロキシエチル－２－ピロリドン、１，３－ジ
メチル－２－イミダゾリジノン、ε－カプロラクタム、γ－ブチロラクトン等の含窒素複
素環化合物、ホルムアミド、Ｎ－メチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、
３－メトキシ－Ｎ，Ｎ-ジメチルプロピオンアミド、３－ブトキシ－Ｎ，Ｎ-ジメチルプロ
ピオンアミド等のアミド類、モノエタノールアミン、ジエタノールアミン、トリエチルア
ミン等のアミン類、ジメチルスルホキシド、スルホラン、チオジエタノール等の含硫黄化
合物、プロピレンカーボネート、炭酸エチレン等が挙げられる。
　湿潤剤として機能するだけでなく、良好な乾燥性を得られることから、沸点が２５０℃
以下の有機溶剤を用いることが好ましい。
【００４２】
　炭素数８以上のポリオール化合物、及びグリコールエーテル化合物も好適に使用される
。炭素数８以上のポリオール化合物の具体例としては、２－エチル－１，３－ヘキサンジ
オール、２，２，４－トリメチル－１，３－ペンタンジオールなどが挙げられる。
　グリコールエーテル化合物の具体例としては、エチレングリコールモノエチルエーテル
、エチレングリコールモノブチルエーテル、ジエチレングリコールモノメチルエーテル、
ジエチレングリコールモノエチルエーテル、ジエチレングリコールモノブチルエーテル、
テトラエチレングリコールモノメチルエーテル、プロピレングリコールモノエチルエーテ
ル等の多価アルコールアルキルエーテル類；エチレングリコールモノフェニルエーテル、
エチレングリコールモノベンジルエーテル等の多価アルコールアリールエーテル類などが
挙げられる。
【００４３】
　炭素数８以上のポリオール化合物、及びグリコールエーテル化合物は、記録媒体として
紙を用いた場合に、インクの浸透性を向上させることができる。
【００４４】
　有機溶剤のインク中における含有量は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択するこ
とができるが、インクの乾燥性及び吐出信頼性の点から、１０質量％以上６０質量％以下
が好ましく、２０質量％以上６０質量％以下がより好ましい。
【００４５】
＜水＞
　インクにおける水の含有量は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ
るが、インクの乾燥性及び吐出信頼性の点から、１０質量％以上９０質量％以下が好まし
く、２０質量％～６０質量％がより好ましい。
【００４６】
＜樹脂＞
　インク中に含有する樹脂の種類としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択する
ことができ、例えば、ウレタン樹脂、ポリエステル樹脂、アクリル系樹脂、酢酸ビニル系
樹脂、スチレン系樹脂、ブタジエン系樹脂、スチレン－ブタジエン系樹脂、塩化ビニル系
樹脂、アクリルスチレン系樹脂、アクリルシリコーン系樹脂などが挙げられる。
これらの樹脂からなる樹脂粒子を用いても良い。樹脂粒子を、水を分散媒として分散した
樹脂エマルションの状態で、色材や有機溶剤などの材料と混合してインクを得ることが可
能である。前記樹脂粒子としては、適宜合成したものを使用してもよいし、市販品を使用
してもよい。また、これらは、１種を単独で用いても、２種類以上の樹脂粒子を組み合わ
せて用いてもよい。
【００４７】
　樹脂粒子の体積平均粒径としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することが
できるが、良好な定着性、高い画像硬度を得る点から、１０ｎｍ以上１，０００ｎｍ以下
が好ましく、１０ｎｍ以上２００ｎｍ以下がより好ましく、１０ｎｍ以上１００ｎｍ以下
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が特に好ましい。
　前記体積平均粒径は、例えば、粒度分析装置（ナノトラック　Ｗａｖｅ－ＵＴ１５１、
マイクロトラック・ベル株式会社製）を用いて測定することができる。
【００４８】
　樹脂の含有量としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、
定着性、インクの保存安定性の点から、インク全量に対して、１質量％以上３０質量％以
下が好ましく、５質量％以上２０質量％以下がより好ましい。
【００４９】
　インク中の固形分の粒径については、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択すること
ができるが、吐出安定性、画像濃度などの画像品質を高くする点から、最大個数換算で最
大頻度が２０ｎｍ以上１０００ｎｍ以下が好ましく、２０ｎｍ以上１５０ｎｍ以下がより
好ましい。固形分は樹脂粒子や顔料の粒子等が含まれる。粒径は、粒度分析装置（ナノト
ラック　Ｗａｖｅ－ＵＴ１５１、マイクロトラック・ベル株式会社製）を用いて測定する
ことができる。
【００５０】
＜添加剤＞
　インクには、必要に応じて、界面活性剤、消泡剤、防腐防黴剤、防錆剤、ｐＨ調整剤等
を加えても良い。
【００５１】
＜界面活性剤＞
　界面活性剤としては、シリコーン系界面活性剤、フッ素系界面活性剤、両性界面活性剤
、ノニオン系界面活性剤、アニオン系界面活性剤のいずれも使用可能である。
　シリコーン系界面活性剤には特に制限はなく目的に応じて適宜選択することができる。
中でも高ｐＨでも分解しないものが好ましく、例えば、側鎖変性ポリジメチルシロキサン
、両末端変性ポリジメチルシロキサン、片末端変性ポリジメチルシロキサン、側鎖両末端
変性ポリジメチルシロキサン等が挙げられ、変性基としてポリオキシエチレン基、ポリオ
キシエチレンポリオキシプロピレン基を有するものが、水系界面活性剤として良好な性質
を示すので特に好ましい。また、前記シリコーン系界面活性剤として、ポリエーテル変性
シリコーン系界面活性剤を用いることもでき、例えば、ポリアルキレンオキシド構造をジ
メチルシロキサンのＳｉ部側鎖に導入した化合物等が挙げられる。
　フッ素系界面活性剤としては、例えば、パーフルオロアルキルスルホン酸化合物、パー
フルオロアルキルカルボン酸化合物、パーフルオロアルキルリン酸エステル化合物、パー
フルオロアルキルエチレンオキサイド付加物及びパーフルオロアルキルエーテル基を側鎖
に有するポリオキシアルキレンエーテルポリマー化合物が、起泡性が小さいので特に好ま
しい。前記パーフルオロアルキルスルホン酸化合物としては、例えば、パーフルオロアル
キルスルホン酸、パーフルオロアルキルスルホン酸塩等が挙げられる。前記パーフルオロ
アルキルカルボン酸化合物としては、例えば、パーフルオロアルキルカルボン酸、パーフ
ルオロアルキルカルボン酸塩等が挙げられる。前記パーフルオロアルキルエーテル基を側
鎖に有するポリオキシアルキレンエーテルポリマー化合物としては、パーフルオロアルキ
ルエーテル基を側鎖に有するポリオキシアルキレンエーテルポリマーの硫酸エステル塩、
パーフルオロアルキルエーテル基を側鎖に有するポリオキシアルキレンエーテルポリマー
の塩等が挙げられる。これらフッ素系界面活性剤における塩の対イオンとしては、Ｌｉ、
Ｎａ、Ｋ、ＮＨ４、ＮＨ３ＣＨ２ＣＨ２ＯＨ、ＮＨ２（ＣＨ２ＣＨ２ＯＨ）２、ＮＨ（Ｃ
Ｈ２ＣＨ２ＯＨ）３等が挙げられる。
　両性界面活性剤としては、例えばラウリルアミノプロピオン酸塩、ラウリルジメチルベ
タイン、ステアリルジメチルベタイン、ラウリルジヒドロキシエチルベタインなどが挙げ
られる。
　ノニオン系界面活性剤としては、例えば、ポリオキシエチレンアルキルフェニルエーテ
ル、ポリオキシエチレンアルキルエステル、ポリオキシエチレンアルキルアミン、ポリオ
キシエチレンアルキルアミド、ポリオキシエチレンプロピレンブロックポリマー、ソルビ
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タン脂肪酸エステル、ポリオキシエチレンソルビタン脂肪酸エステル、アセチレンアルコ
ールのエチレンオキサイド付加物などが挙げられる。
　アニオン系界面活性剤としては、例えば、ポリオキシエチレンアルキルエーテル酢酸塩
、ドデシルベンゼンスルホン酸塩、ラウリル酸塩、ポリオキシエチレンアルキルエーテル
サルフェートの塩、などが挙げられる。
これらは、１種を単独で用いても、２種以上を併用してもよい。
【００５２】
　前記シリコーン系界面活性剤としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択するこ
とができるが、例えば、側鎖変性ポリジメチルシロキサン、両末端変性ポリジメチルシロ
キサン、片末端変性ポリジメチルシロキサン、側鎖両末端変性ポリジメチルシロキサンな
どが挙げられ、変性基としてポリオキシエチレン基、ポリオキシエチレンポリオキシプロ
ピレン基を有するポリエーテル変性シリコーン系界面活性剤が水系界面活性剤として良好
な性質を示すので特に好ましい。
　このような界面活性剤としては、適宜合成したものを使用してもよいし、市販品を使用
してもよい。市販品としては、例えば、ビックケミー株式会社、信越化学工業株式会社、
東レ・ダウコーニング・シリコーン株式会社、日本エマルジョン株式会社、共栄社化学な
どから入手できる。
　上記のポリエーテル変性シリコーン系界面活性剤としては、特に制限はなく、目的に応
じて適宜選択することができ、例えば、一般式（Ｓ-1）式で表わされる、ポリアルキレン
オキシド構造をジメチルポリシロキサンのＳｉ部側鎖に導入したものなどが挙げられる。
【化１】

（但し、一般式（Ｓ-1）式中、ｍ、ｎ、ａ、及びｂは整数を表わす。 Ｒ及びＲ’はアル
キル基、アルキレン基を表わす。）
　上記のポリエーテル変性シリコーン系界面活性剤としては、市販品を用いることができ
、例えば、ＫＦ－６１８、ＫＦ－６４２、ＫＦ－６４３（信越化学工業株式会社）、ＥＭ
ＡＬＥＸ－ＳＳ－５６０２、ＳＳ－１９０６ＥＸ（日本エマルジョン株式会社）、ＦＺ－
２１０５、ＦＺ－２１１８、ＦＺ－２１５４、ＦＺ－２１６１、ＦＺ－２１６２、ＦＺ－
２１６３、ＦＺ－２１６４（東レ・ダウコーニング・シリコーン株式会社）、ＢＹＫ－３
３、ＢＹＫ－３８７（ビックケミー株式会社）、ＴＳＦ４４４０、ＴＳＦ４４５２、ＴＳ
Ｆ４４５３（東芝シリコン株式会社）などが挙げられる。
【００５３】
　前記フッ素系界面活性剤としては、フッ素置換した炭素数が２～１６の化合物が好まし
く、フッ素置換した炭素数が４～１６である化合物がより好ましい。
　フッ素系界面活性剤としては、パーフルオロアルキルリン酸エステル化合物、パーフル
オロアルキルエチレンオキサイド付加物、及びパーフルオロアルキルエーテル基を側鎖に
有するポリオキシアルキレンエーテルポリマー化合物などが挙げられる。 これらの中で
も、パーフルオロアルキルエーテル基を側鎖に有するポリオキシアルキレンエーテルポリ
マー化合物は起泡性が少ないため好ましく、特に一般式（Ｆ－１）及び一般式（Ｆ－２）
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で表わされるフッ素系界面活性剤が好ましい。
【化２】

　上記一般式（Ｆ－１）で表される化合物において、水溶性を付与するためにｍは０～１
０の整数が好ましく、ｎは０～４０の整数が好ましい。
一般式（Ｆ－２）
　　ＣｎＦ2ｎ+1－ＣＨ2ＣＨ（ＯＨ）ＣＨ2－Ｏ－（ＣＨ2ＣＨ2Ｏ）ａ－Ｙ
　上記一般式（Ｆ-2）で表される化合物において、ＹはＨ、又はＣｎＦ２ｎ＋１でｎは1
～6の整数、又はＣＨ２ＣＨ（ＯＨ）ＣＨ２－ＣｎＦ２ｎ＋１でｎは4～６の整数、又はＣ
ｐＨ２ｐ＋１でｐは１～１９の整数である。ａは４～１４の整数である。
　上記のフッ素系界面活性剤としては市販品を使用してもよい。 この市販品としては、
例えば、サーフロンＳ－１１１、Ｓ－１１２、Ｓ－１１３、Ｓ－１２１、Ｓ－１３１、Ｓ
－１３２、Ｓ－１４１、Ｓ－１４５（いずれも、旭硝子株式会社製）；フルラードＦＣ－
９３、ＦＣ－９５、ＦＣ－９８、ＦＣ－１２９、ＦＣ－１３５、ＦＣ－１７０Ｃ、ＦＣ－
４３０、ＦＣ－４３１（いずれも、住友スリーエム株式会社製）；メガファックＦ－４７
０、Ｆ－１４０５、Ｆ－４７４（いずれも、大日本インキ化学工業株式会社製）；ゾニー
ル（Ｚｏｎｙｌ）ＴＢＳ、ＦＳＰ、ＦＳＡ、ＦＳＮ－１００、ＦＳＮ、ＦＳＯ－１００、
ＦＳＯ、ＦＳ－３００、ＵＲ（いずれも、ＤｕＰｏｎｔ社製）；ＦＴ－１１０、ＦＴ－２
５０、ＦＴ－２５１、ＦＴ－４００Ｓ、ＦＴ－１５０、ＦＴ－４００ＳＷ（いずれも、株
式会社ネオス社製）、ポリフォックスＰＦ－１３６Ａ，ＰＦ－１５６Ａ、ＰＦ－１５１Ｎ
、ＰＦ－１５４、ＰＦ－１５９（オムノバ社製）、ユニダインＤＳＮ-４０３Ｎ（ダイキ
ン工業株式会社製）などが挙げられ、これらの中でも、良好な印字品質、特に発色性、紙
に対する浸透性、濡れ性、均染性が著しく向上する点から、Ｄｕ Ｐｏｎｔ社製のＦＳ－
３００、株式会社ネオス製のＦＴ－１１０、ＦＴ－２５０、ＦＴ－２５１、ＦＴ－４００
Ｓ、ＦＴ－１５０、ＦＴ－４００ＳＷ、オムノバ社製のポリフォックスＰＦ－１５１Ｎ及
びダイキン工業株式会社製のユニダインＤＳＮ-４０３Ｎが特に好ましい。
【００５４】
　インク中における界面活性剤の含有量としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選
択することができるが、濡れ性、吐出安定性に優れ、画像品質が向上する点から、０．０
０１質量％以上５質量％以下が好ましく、０．０５質量％以上5質量％以下がより好まし
い。
【００５５】
＜消泡剤＞
　消泡剤としては、特に制限はなく、例えば、シリコーン系消泡剤、ポリエーテル系消泡
剤、脂肪酸エステル系消泡剤などが挙げられる。これらは、１種を単独で用いても、２種
以上を併用してもよい。これらの中でも、破泡効果に優れる点から、シリコーン系消泡剤
が好ましい。
【００５６】
＜防腐防黴剤＞
　防腐防黴剤としては、特に制限はなく、例えば、１，２－ベンズイソチアゾリン－３－
オンなどが挙げられる。
【００５７】
＜防錆剤＞
　防錆剤としては、特に制限はなく、例えば、酸性亜硫酸塩、チオ硫酸ナトリウムなどが
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挙げられる。
【００５８】
＜ｐＨ調整剤＞
　ｐＨ調整剤としては、ｐＨを７以上に調整することが可能であれば、特に制限はなく、
ジエタノールアミン、トリエタノールアミン等のアミンなどが挙げられる。
【００５９】
　インクの物性としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例え
ば、粘度、表面張力、ｐＨ等が以下の範囲であることが好ましい。
　インクの２５℃での粘度は、印字濃度や文字品位が向上し、また、良好な吐出性が得ら
れる点から、５ｍＰａ・ｓ以上３０ｍＰａ・ｓ以下が好ましく、５ｍＰａ・ｓ以上２５ｍ
Ｐａ・ｓ以下がより好ましい。ここで、粘度は、例えば回転式粘度計（東機産業社製ＲＥ
－８０Ｌ）を使用することができる。測定条件としては、２５℃で、標準コーンローター
（１°３４’×Ｒ２４）、サンプル液量１．２ｍＬ、回転数５０ｒｐｍ、３分間で測定可
能である。
　インクの表面張力としては、記録媒体上で好適にインクがレベリングされ、インクの乾
燥時間が短縮される点から、２５℃で、３５ｍＮ／ｍ以下が好ましく、３２ｍＮ／ｍ以下
がより好ましい。
　インクのｐＨとしては、接液する金属部材の腐食防止の観点から、７～１２が好ましく
、８～１１がより好ましい。
【００６０】
＜前処理液＞
　前処理液は、凝集剤、有機溶剤、水を含有し、必要に応じて界面活性剤、消泡剤、ｐＨ
調整剤、防腐防黴剤、防錆剤等を含有しても良い。
　有機溶剤、界面活性剤、消泡剤、ｐＨ調整剤、防腐防黴剤、防錆剤は、インクに用いる
材料と同様の材料を使用でき、その他、公知の処理液に用いられる材料を使用できる。
　凝集剤の種類は特に限定されず、水溶性カチオンポリマー、酸、多価金属塩等が挙げら
れる。
【００６１】
＜後処理液＞
　後処理液は、透明な層を形成することが可能であれば、特に限定されない。後処理液は
、有機溶剤、水、樹脂、界面活性剤、消泡剤、ｐＨ調整剤、防腐防黴剤、防錆剤等、必要
に応じて選択し、混合して得られる。また、後処理液は、記録媒体に形成された記録領域
の全域に塗布しても良いし、インク像が形成された領域のみに塗布しても良い。
【００６２】
＜記録媒体＞
　記録媒体としては特に制限はなく、普通紙、光沢紙、特殊紙、布などを用いることもで
きるが、非浸透性基材を用いても良好な画像形成が可能である。
　前記非浸透性基材とは、水透過性、吸収性が低い表面を有する基材であり、内部に多数
の空洞があっても外部に開口していない材質も含まれ、より定量的には、ブリストー（Ｂ
ｒｉｓｔｏｗ）法において接触開始から３０ｍｓｅｃ１／２までの水吸収量が１０ｍＬ／
ｍ２以下である基材をいう。
　前記非浸透性基材としては、例えば、塩化ビニル樹脂フィルム、ポリエチレンテレフタ
レート（ＰＥＴ）フィルム、ポリプロピレン、ポリエチレン、ポリカーボネートフィルム
などのプラスチックフィルムを、好適に使用することができる。
【００６３】
＜記録物＞
　本発明のインク記録物は、記録媒体上に、本発明のインクを用いて形成された画像を有
してなる。
　インクジェット記録装置及びインクジェット記録方法により記録して記録物とすること
ができる。
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【００６４】
＜記録装置、記録方法＞
　本発明のインクは、インクジェット記録方式による各種記録装置、例えば、プリンタ、
ファクシミリ装置、複写装置、プリンタ／ファックス／コピア複合機、立体造形装置など
に好適に使用することができる。
　本発明において、記録装置、記録方法とは、記録媒体に対してインクや各種処理液等を
吐出することが可能な装置、当該装置を用いて記録を行う方法である。記録媒体とは、イ
ンクや各種処理液が一時的にでも付着可能なものを意味する。
　この記録装置には、インクを吐出するヘッド部分だけでなく、記録媒体の給送、搬送、
排紙に係わる手段、その他、前処理装置、後処理装置と称される装置などを含むことがで
きる。
　記録装置、記録方法は、加熱工程に用いる加熱手段、乾燥工程に用いる乾燥手段を有し
ても良い。加熱手段、乾燥手段には、例えば、記録媒体の印字面や裏面を加熱、乾燥する
手段が含まれる。加熱手段、乾燥手段としては、特に限定されないが、例えば、温風ヒー
ター、赤外線ヒーターを用いることができる。加熱、乾燥は、印字前、印字中、印字後な
どに行うことができる。
　また、記録装置、記録方法は、インクによって文字、図形等の有意な画像が可視化され
るものに限定されるものではない。例えば、幾何学模様などのパターン等を形成するもの
、３次元像を造形するものも含まれる。
　また、記録装置には、特に限定しない限り、吐出ヘッドを移動させるシリアル型装置、
吐出ヘッドを移動させないライン型装置のいずれも含まれる。
　更に、この記録装置には、卓上型だけでなく、Ａ０サイズの記録媒体への印刷も可能と
する広幅の記録装置や、例えばロール状に巻き取られた連続用紙を記録媒体として用いる
ことが可能な連帳プリンタも含まれる。
　記録装置の一例について図１乃至図２を参照して説明する。図１は同装置の斜視説明図
である。図２はメインタンクの斜視説明図である。記録装置の一例としての画像形成装置
４００は、シリアル型画像形成装置である。画像形成装置４００の外装４０１内に機構部
４２０が設けられている。ブラック（Ｋ）、シアン（Ｃ）、マゼンタ（Ｍ）、イエロー（
Ｙ）の各色用のメインタンク４１０（４１０ｋ、４１０ｃ、４１０ｍ、４１０ｙ）の各イ
ンク収容部４１１は、例えばアルミニウムラミネートフィルム等の包装部材により形成さ
れている。インク収容部４１１は、例えば、プラスチックス製の収容容器ケース４１４内
に収容される。これによりメインタンク４１０は、各色のインクカートリッジとして用い
られる。
　一方、装置本体のカバー４０１ｃを開いたときの開口の奥側にはカートリッジホルダ４
０４が設けられている。カートリッジホルダ４０４には、メインタンク４１０が着脱自在
に装着される。これにより、各色用の供給チューブ４３６を介して、メインタンク４１０
の各インク排出口４１３と各色用の吐出ヘッド４３４とが連通し、吐出ヘッド４３４から
記録媒体へインクを吐出可能となる。
【００６５】
　この記録装置には、インクを吐出する部分だけでなく、前処理装置、後処理装置と称さ
れる装置などを含むことができる。
　前処理装置、後処理装置の一態様として、ブラック（Ｋ）、シアン（Ｃ）、マゼンタ（
Ｍ）、イエロー（Ｙ）などのインクの場合と同様に、前処理液や、後処理液を有する液体
収容部と液体吐出ヘッドを追加し、前処理液や、後処理液をインクジェット記録方式で吐
出する態様がある。
　前処理装置、後処理装置の他の態様として、インクジェット記録方式以外の、例えば、
ブレードコート法、ロールコート法、スプレーコート法による前処理装置、後処理装置を
設ける態様がある。
【００６６】
　なお、インクの使用方法としては、インクジェット記録方法に制限されず、広く使用す
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ることが可能である。インクジェット記録方法以外にも、例えば、ブレードコート法、グ
ラビアコート法、バーコート法、ロールコート法、ディップコート法、カーテンコート法
、スライドコート法、ダイコート法、スプレーコート法などが挙げられる。
【００６７】
　本発明のインクの用途は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例
えば、印刷物、塗料、コーティング材、下地用などに応用することが可能である。さらに
、インクとして用いて２次元の文字や画像を形成するだけでなく、３次元の立体像（立体
造形物）を形成するための立体造形用材料としても用いることができる。
　立体造形物を造形するための立体造形装置は、公知のものを使用することができ、特に
限定されないが、例えば、インクの収容手段、供給手段、吐出手段や乾燥手段等を備える
ものを使用することができる。立体造形物には、インクを重ね塗りするなどして得られる
立体造形物が含まれる。また、記録媒体等の基材上にインクを付与した構造体を加工して
なる成形加工品も含まれる。前記成形加工品は、例えば、シート状、フィルム状に形成さ
れた記録物や構造体に対して、加熱延伸や打ち抜き加工等の成形加工を施したものであり
、例えば、自動車、ＯＡ機器、電気・電子機器、カメラ等のメーターや操作部のパネルな
ど、表面を加飾後に成形する用途に好適に使用される。
【実施例】
【００６８】
　以下に実施例に基づいて本発明をより詳細に説明するが、本発明の技術的範囲は下記実
施例に何ら限定されるものではない。
　また、以下の記載においては特に明記しない限り、「部」は「質量部」を示し、「％」
は「質量％」を示す。
【００６９】
＜微粒子分散体の調製＞
（実施例１）
　まず、攪拌機、温度計、及び還流管を備えたセパラブルフラスコに、ポリマーポリオー
ルとしてＴ－５６５０Ｅ（旭化成ケミカルズ社製）１８０部とＰＣＬ－３０９（ダイセル
社製）２０部、２，２－ビス（ヒドロキシメチル）プロピオン酸（以下ＤＭＰＡ、東京化
成工業社製）３８部、ポリイソシナートとしてイソホロンジイソシアネート（以下ＩＰＤ
Ｉ、東京化成工業社製）１５２部、トリエチルアミン１００部（以下ＴＥＡ、東京化成工
業社製）、有機溶剤としてアセトン３２７部を、窒素を導入しながら仕込み、触媒（ジ（
２－エチルヘキサン酸）スズ（ＩＩ）（シグマアルドリッチ社製）を１滴加え、その後昇
温して４時間還流し、ウレタンプレポリマーを得た。ウエタンプレポリマーにコア粒子と
して二酸化チタンＰ２５（日本アエロジル社製）１２６部、トリエチレングリコールモノ
メチルエーテル８７部を加えて１時間攪拌し、二酸化チタンを完全に溶媒に濡らした後、
メディア型分散機ラボスター（アシザワファインテック社製、ジルコニアビーズφ＝０．
１ｍｍ）で１０パス分散させたのち、超音波分散機ＵＰ４００Ｓ（ヒルシャー社製）で３
０分間分散をかけたのち、３００ｒｐｍの速度で攪拌しながら水１１４４部をゆっくり加
えて微粒子化し、３０分間加熱攪拌した後、伸長剤のポリアミンとしてジエチレントリア
ミン（東京化成工業社製）１０部を加え、２時間加熱攪拌した。最後に有機溶剤を除去し
、目開き５μｍのメンブレンフィルターで粗大粒子を除去し、［微粒子分散体１］を得た
。
【００７０】
　上記の微粒子分散体の調製に使用した原料を示すと以下の通りである。
　・ポリマーポリオール（Ｔ－５６５０Ｅ：旭化成ケミカルズ社製）　　　　１８０部
　・ＰＣＬ－３０(ポリカプロラクトントリオール：ダイセル社製)　　　　　　２０部
　・ＤＭＰＡ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３８部
　　　（２，２－ビス（ヒドロキシメチル）プロピオン酸、東京化成工業社製）
　・ＩＰＤＩ（イソホロンジイソシアネート：東京化成工業社製）：　　　　１５２部
　・ＴＥＡ（トリエチルアミン：東京化成工業社製　　　　　　　　　　　　１００部
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　・アセトン：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３２７部
　・二酸化チタン［Ｐ２５（日本アエロジル社製）］：　　　　　　　　　　　１２６部
　・トリエチレングリコールモノメチルエーテル：　　　　　　　　　　　　　８７部
　・水：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１４４部
【００７１】
（実施例２）
　実施例１において、以下を変更した以外実施例１と同じ方法で［微粒子分散体２］を得
た。
　・ＤＭＰＡ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７部
　・ＩＰＤＩ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０８部
　・ＴＥＡ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２部
　・アセトン：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２５部
　・二酸化チタン［ＳＪＲ－４００Ｓ（テイカ社製）］：　　　　　　　　　８５部
　・水：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７９０部
【００７２】
（実施例３）
　実施例１において、以下を変更した以外は実施例１と同じ方法で［微粒子分散体３］を
得た。
　・ポリマーポリオール（Ｔ－５６５０Ｊ：旭化成ケミカルズ社製）：　　３６部
　・ＰＣＬ－３０９：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４部
　・ＤＭＰＡ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．８部
　・ＩＰＤＩ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６部
　・ＴＥＡ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．５部
　・アセトン：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３８部
　・二酸化チタン［ＳＪＲ－４００Ｓ（テイカ社製）］　　　　　　　　　４３３部
　・トリエチレングリコールモノメチルエーテル：　　　　　　　　　　　８８部
　・水：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９１２部
　メディア型分散機：分散時間０．５時間
　超音波分散機：分散処理なし
【００７３】
（実施例４）
　実施例１において、以下を変更した以外は実施例１と同じ方法で［微粒子分散体４］を
得た。
　・ポリマーポリオール（Ｔ－５６５０Ｊ：旭化成ケミカルズ社製）：　　４５部
　・ＰＣＬ－３０９：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５部
　・ＤＭＰＡ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４部
　・ＩＰＤＩ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３３部
　・ＴＥＡ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９．５部
　・アセトン：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６４部
　・二酸化チタン（ＳＪＲ－４００Ｓ（テイカ社製））：　　　　　　　　３５３部
　・トリエチレングリコールモノメチルエーテル：　　　　　　　　　　　３５部
　・水：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８４５部
【００７４】
（実施例５）
　実施例１において、以下を変更した以外は実施例１と同じ方法で［微粒子分散体５］を
得た。
　・ポリマーポリオール（Ｔ－５６５０Ｊ：旭化成ケミカルズ社製）：　１６２部
　・ＰＣＬ－３０９：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８部
　・ＤＭＰＡ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３４部
　・ＩＰＤＩ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１０部
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　・ＴＥＡ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７７部
　・アセトン：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６７部
　・二酸化チタン［ＳＪＲ－４００Ｓ（テイカ社製）］：　　　　　　　　１０２部
　・トリエチレングリコールモノメチルエーテル：　　　　　　　　　　　６８部
　・水：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９３５部
【００７５】
（実施例６）
　実施例１において、以下を変更した以外は実施例１と同じ方法で［微粒子分散体６］を
得た。
　・ポリマーポリオール（Ｔ－５６５０Ｊ（旭化成ケミカルズ社製）：　　３６部
　・ＰＣＬ－３０９：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４部
　・ＤＭＰＡ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７．６部
　・ＩＰＤＩ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０部
　・ＴＥＡ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７部
　・アセトン：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０６部
　・アルミナ粒子［アルペースト２１７２（東洋アルミニウム社製）］：　３０６部
　・トリエチレングリコールモノメチルエーテル：　　　　　　　　　　　５１部
　・水：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７２６部
　ビーズミル分散機：パス回数１５０パス
　超音波分散機：１時間
　超音波分散機の後に再度ビーズミル分散機にて２０パス追加分散を行った。
【００７６】
（比較例１）
　特許文献３に従って、還流管、ガス導入装置、温度計および撹拌装置を取り付けた５０
０ｍｌセパラブルフラスコに、ジエチレングリコールモノブチルエーテル（以下「ＢＣ」
と略記）を１９８部、ヨウ素を１部、２，２’－アゾビス（４－メトキシ－２，４－ジメ
チルバレロニトリル）（以下「Ｖ－７０」と略記）を３．７部、トリシクロデシルメタク
リレート（商品名：ＦＭ－５１３Ｍ、日立化成社製、ホモポリマーＴｇ＝１７３℃、以下
「ＴＣＤＭＡ」と略記）を６６部、さらに触媒としてジフェニルメタンを０．１７部仕込
んだ。窒素を流しながら４５℃で５時間重合し、Ａポリマーブロックの溶液を得た。次い
で、重合の温度を４０℃に低下させ、上記で得たＡポリマーブロックの溶液に、ＴＣＤＭ
Ａを４４.０部、メタクリル酸（以下「ＭＡＡ」と略記）を１７．２部、Ｖ－７０を１．
２部添加した。そして４時間重合し、次いで７０℃に加温して１時間重合することでＢポ
リマーブロックを形成して、Ａ－Ｂブロックコポリマーの溶液を得た。得られたＡ－Ｂブ
ロックコポリマーの溶液の固形分は４１．２％であり、その固形分から算出したＢポリマ
ーブロックの重合率はほぼ１００％であった。また、Ａ－ＢブロックコポリマーのＭｎは
９，５００であった。
【００７７】
　上記で得た［Ａ－Ｂブロックコポリマー］を１３６．４部、ブチルカルビトールを１６
３．６部、白色顔料である酸化チタンからなるＣ．Ｉ．ピグメントホワイト６（商品名：
ＪＲ－４０５、テイカ社製）を４５０部、配合し、攪拌翼で１時間攪拌した。次いで、ラ
ボスター（アシザワファインテック社製）にて十分顔料を分散させ、油性顔料分散液を得
た。このときの油性顔料分散液中に分散されている顔料の平均粒子径は２８０ｎｍであっ
た。次いで、上記で得た油性顔料分散液７００部をディスパーにて撹拌しながら、水酸化
カリウムが４．０部、水が３４１部からなる混合液を徐々に添加して、中和を行い、相転
換した。次いで、再度ラボスターにて十分顔料を分散させ、水性顔料分散液を得、次いで
、目開き５μｍフィルターにて粗大粒子を除去し［微粒子分散体７］を得た。
【００７８】
（比較例２）
　実施例１において、以下を変更した以外は実施例１と同じ方法で［微粒子分散体８］を
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得た。
　・ポリマーポリオール［Ｔ－５６５０Ｊ（旭化成ケミカルズ社製）］：　　　３６部
　・ＰＣＬ－３０９：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４部
　・ＤＭＰＡ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７．６部
　・ＩＰＤＩ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０部
　・ＴＥＡ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５部
　・アセトン：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０６部
　・二酸化チタン：ＳＪＲ－４００Ｓ：　　　　　　　　　　　　　　　　２９９部
　・トリエチレングリコールモノメチルエーテル：　　　　　　　　　　　　５１部
　・水：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４０２部
　ビーズミル分散機：処理なし
　超音波分散機：処理なし
【００７９】
（比較例３）
　比較例２において、以下を変更した以外は実施例１と同じ方法で［微粒子分散体９］を
得た。
　・二酸化チタン（Ｐ―２５）：　　　２９９部
　ビーズミル分散機：１００パス
　超音波分散機：２時間
　超音波分散の後にビーズミル分散機で２０パス追加処理を行った。
【００８０】
［評価］
＜動的光散乱法による平均粒子径測定＞
　本発明における平均粒子径は動的光散乱法（ＥＬＳＺ－１０００、大塚電子社製）によ
って測定した平均粒子径である。
【００８１】
＜酸価＞
　本発明における酸価は得られた樹脂またはプレポリーをＴＨＦ／ＤＭＦ溶媒に完全溶解
させた後、０．１Ｍ　水酸化カリウムエタノ－ル溶液との適定から求めた。指示薬として
フェノールフタレインを使用した。また計算には１５０℃で２時間乾燥させた樹脂分散液
の固形分濃度を使用した。
【００８２】
＜中和度＞
　本発明における中和度とは酸価に対して処方する中和剤のモル比である。中和度１００
％とは酸価に対して同じモル量の中和剤を加えることを意味し、３００％とは３倍モル量
の中和剤を加えることを意味する。
【００８３】
＜インク化＞
　前記で得られた微粒子分散体１～９を用いて下記の処方によりインク１～９を調製した
。
　・コア粒子　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８．００部
　　（微粒子分散体換算で１６６部、固形分濃度：４８％、Ｐ：Ｒ＝１０：９０）
　・１，２プロパンジオール（和光純薬）　　　　　　　　　　　　　　　　８．８２部
　・１，３プロパンジオール（和光純薬）　　　　　　　　　　　　 　　 　０．５７部
　・３―メトキシ－３－メチルー１－ブチルアセテート（東京化成工業社製）１．６２部
　・トリプロピレングリコールモノメチルエーテル（東京化成工業社製）　　６．０７部
　・ＷＥＴ－２７０（エボニック社製） ０．４７部
　・エンバイロジェムＡＤ０１（エアープロダクツ社製）　　　　　　　　　０．２４部
　・防腐剤防カビ剤　Ｐｒｏｘｅｌ　ＬＶ（ロンザ社製）　　　　　　　　　０．０２部
　・ベンゾトリアゾール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０１部
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　・２－シクロヘキシルアミノエタンスルホン酸（ＣＨＥＳ）　　　　　　　０．０１部
　・２－アミノ－２－エチル－１，３－プロパンジオール（ＡＥＰＤ）　　　０．０５部
　・イオン交換水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５８部
【００８４】
　なお、微粒子分散体における「固形分濃度」は、微粒子分散体２ｇをアルミカップに採
取し、１５０℃２時間乾燥させたときの重量変化から算出した。
また、Ｐ：Ｒは、ＴＧＡ（熱重量測定装置）を用いて下記の測定条件により樹脂および顔
料量を測定した。
（測定条件）
　室温～１２０℃：５０℃／ｍｉｎ、５０分保持後の重量　　：　Ｍ１
　１２０～５００℃：５０℃／ｍｉｎ、３０分保持後の重量　：　Ｍ２
　Ｐ：Ｒ＝Ｍ２：（Ｍ２－Ｍ１）
【００８５】
　インク１～９について、下記の評価項目について評価を行った。
　評価結果を表１に示す。
　なお、表中「Ｐ」は「コア粒子」を表し、Ｒは「ポリウレタン樹脂」を表し、「Ｐ：Ｒ
」は複合粒子を１００部とした場合の「コア粒子」と「ポリウレタン樹脂」との質量部比
を示す。
【００８６】
＜隠蔽性＞
　隠蔽性はインクをバーコーダーで塗布し、６０℃で１分間乾燥させた塗膜を分光測色計
を使い、６０度Ｌ＊の値で評価した。バーコーダーはＮｏ．３（膜厚６μｍ）、分光測色
計ＣＭ－２５００ｃ（コニカミノルタ社製）、基盤にはＰＥＴフィルムを使用した。測定
は黒紙の上に塗膜フィルムを置いて測定を行った。
（評価基準）
　　◎：６５以上
　　○：５０以上６５未満
　　×：５０未満
【００８７】
＜沈降性＞
　沈降性は分光光度計（日本分光社製）にて評価した。密閉式光学セル（光路長１ｃｍ）
にインクを完全に充填し、透過率の変化を観察した。４８時間後の透過率および、４７時
間静置時から４８時間静置時までの１時間あたりの透過率の変化から以下の要領で評価し
た。
　　◎：透過率が７０％以下、かつ１時間あたりの変化量が０～５％のもの
　　○：透過率が７０％超８０％以下でかつ１時間あたりの変化量が０～５％のもの
　　　　もしくは透過率が７０％以下で１時間あたりの変化率が５％を超えるもの
　　×：透過率が８０％を超えているもの
　　　　もしくは透過率が８０％以下で１時間あたりの変化量が５％を超えるもの
【００８８】
＜再分散性＞
　再分散性は静止後のサンプルをタッピングし、液上部の固形分濃度が静止前の固形分濃
度に等しくなるまでのタッピング回数で評価した。
　なお、本発明における再分散エネルギーとはタッピング５回での衝撃エネルギーを意味
する。
　ガラス容器としてラボランサンプル管瓶（ラボラン社製　Ｎ０．７）に５０ｇのインク
を測りいれ、２日間室温環境下で静止させた。静止後のサンプルをタッピング試験機にて
１０ｃｍの高さから５回タッピングを行い、液上部の固形分濃度を測定した。
　固形分濃度は静止前の固形分濃度に対して±２％に達するまでのタッピング回数を５回
単位で評価した。
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　液上部の固形分濃度は、液表面の０～２ｍｍから上澄み液２ｇを測り取り、１５０℃で
２時間乾燥させたときの質量変化量から下記の計算式により算出した。
　　固形分濃度＝乾燥後質量／乾燥前質量
　またガラス容器の質量が少なからず変動するため、容器質量を５０ｇになるように容器
上部に重りを貼り付け重さを調整し、５０ｇとした。したがってサンプルおよび容器の合
計質量は１００ｇに相当する。タッピングによる位置エネルギーがすべて衝撃エネルギー
として分散に使われると仮定すると、タッピング５回での衝撃エネルギーはおよそ１０Ｊ
／ｇに相当する。
（評価基準）
　　◎：１０Ｊ／ｇ以下（５回以下）
　　○：１０Ｊ／ｇ超２０Ｊ／ｇ以下（６回以上１０回以下）
　　×：２０Ｊ／ｇ超（１１回以上）
【００８９】
＜耐熱保存性＞
　耐熱保存性は６０℃で２週間保管後の粘度変化率で評価した。保管前の粘度に対する保
管後の粘度の比を以下の要領で評価した。
　　粘度変化率（％）＝（保管後粘度／保管前粘度）×１００
（評価基準）
　　◎：９０％以上１１０％以下
　　○：８０％以上～９０％未満、もしくは、１１０％超１２０％以下
　　×：８０％未満、もしくは１２０％超
【００９０】
＜耐擦過性＞
　擦過性は隠蔽性と同様の方法で塗膜、乾燥させた塗膜をクロックメーター（大栄科学精
器製作所製）を用いて綿布で画像部を１０回擦ったときのＬ＊の変化量で評価した。
　　ΔＬ＊＝Ｌ＊（擦過前）－Ｌ＊（擦過後）
（評価基準）
　　◎：ΔＬ＊＝０以上、５未満
　　○：ΔＬ＊＝５以上、１０未満
　　×：ΔＬ＊＝１０以上
【００９１】
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【表１】

【符号の説明】
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【００９２】
　４００　画像形成装置
　４０１　画像形成装置の外装
　４０１ｃ　装置本体のカバー
　４０４　カートリッジホルダ
　４１０　メインタンク
　４１０ｋ、４１０ｃ、４１０ｍ、４１０ｙ　ブラック（Ｋ）、シアン（Ｃ）、マゼンタ
（Ｍ）、イエロー（Ｙ）の各色用のメインタンク
　４１１　インク収容部
　４１３　インク排出口
　４１４　収容容器ケース
　４２０　機構部
　４３４　吐出ヘッド
　４３６　供給チューブ
【先行技術文献】
【特許文献】
【００９３】
【特許文献１】特開２０１０－１７４１００号公報
【特許文献２】特開２０１１－７９８９５号公報
【特許文献３】特開２０１４－４０５５３号公報
【特許文献４】特開平１１－１９９７８３号公報

【図１】

【図２】
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